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１ 

横浜市の工事請負契約に係る入札方式について 
 

１ 入 札 方 式 

⑴ 一般競争入札 

発注する工事ごとに工事内容、入札参加の資格要件等を事前に公告し、広く入札参加者を募

集して入札を行う方式です。平成 18 年度から原則として全ての工事を対象としています。 

ア 一般競争入札（政府調達協定対象工事） 

ＷＴＯ（世界貿易機関）の「政府調達に関する協定」が適用される 19 億 4 千万円以上（平

成 24 年４月から平成 26 年３月まで）の工事で、当該工事に係る入札参加資格要件を満たし

ていると事前に確認された者により競争入札を行う方式です。なお、協定により、入札参加

事業者の所在地の指定はできないとされています。 

イ 一般競争入札（条件付） 

政府調達協定対象以外の工事で、「所在地区分」や「工事成績」等の入札参加資格要件を設

定し、入札を行った後、原則当該入札において最低額を提示した者に対して入札参加資格の

確認を行う方式です。 

 

※ 総合評価落札方式 

価格に加え価格以外の要素も総合的に評価して落札者を決定する方式です。具体的には、入

札参加者が提出した技術提案、施工計画及び施工能力等に関する資料に基づき算出した技術評

価点を、入札価格で割った数値（評価値）の最も高い値の者を落札者とします。 

本市においては、技術提案を求める「標準型」、技術提案の代わりに簡易な施工計画を求め

る「簡易型」、簡易な施工計画を求めず過去の工事成績等により評価を行う「特別簡易型」の

３種類を実施しています。 

 

⑵ 指名競争入札 

競争入札有資格者名簿に登録されている者の中から、発注する工事ごとに、選定基準を満たし

ている者を指名し、その者により競争入札を行う方式です。対象は専門性の高い工事などに限定

しています。 

 

２ 落札者の決定 

入札においては、原則、予定価格の制限の範囲内で最低の価格を提示した者を落札者としますが、

例外として、最低の価格を提示した者以外を落札者とする制度があります。 

⑴ 低入札価格調査制度（政府調達協定対象工事及び総合評価落札方式による工事に適用） 

予定価格の 10 分の９から 10 分の 7 の範囲であらかじめ設定した調査基準価格を下回る金額

で入札を行った者について調査を行い、契約の内容に適合した履行がされないおそれがある場

合等には、当該入札者を落札者としない制度です。 

※ 失格基準 

調査基準価格を下回る金額で入札が行われた場合、入札者が提出した内訳書の金額が、本

市が設計した金額と比べ、一定の基準（失格基準）を下回るときは、落札者としません。 

 

⑵ 最低制限価格制度（低入札価格調査制度を採用する工事以外の工事に適用） 

予定価格の 10 分の９から 10 分の 7 の範囲であらかじめ設定した最低制限価格を下回る金額

で入札を行った者を失格として、落札者としない制度です。 
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入 札 て ん ま つ

　予定価格（税抜き：円） 1,747,000,000 最低制限価格（税抜き：円） 1,571,361,314

入札金額（税抜き：円） 結　　果

1 1,700,000,000 落札

工事名 消防救急デジタル無線設備（活動波）設置工事

入　　札　　参　　加　　業　　者

日本電気株式会社

入札方式：一般競争入札（条件付）

市第52号議案
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入札方式：一般競争入札（条件付）

市第52号議案
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 市第54号議案   南本牧ふ頭第５ブロック廃棄物最終処分場（仮称）建設工事（その 27・地盤 

          改良工）請負契約の変更 

 市第55号議案   南本牧ふ頭第５ブロック廃棄物最終処分場（仮称）建設工事（その 28・基礎 

          及び本体工）請負契約の変更 

 

 

平成 25年度公共工事の「新年度単価適用の特例措置」について 

 
 
１ 特例措置実施の背景 
 公共工事の設計に用いる労務単価は、農林水産省及び国土交通省が毎年４月に改定し、本市も公共
工事の設計に使用しています。平成25年４月に改定された新労務単価は、平成 24年度の旧労務単価

と比べ全国平均 15.1％の大幅上昇となりました。 
 公共工事の設計から契約締結までの手続きには一定期間を要するため、平成 25年４月以降に契約
した案件のなかにも、旧労務単価により設計されたものがあります。そのため、国土交通省は、旧労
務単価に基づく契約を、新労務単価に基づく契約に変更できる「特例措置」を定め、地方公共団体に
もその適用を要請しています。 

 
 
２ 本市の特例措置の内容 
 契約日が平成25年４月１日以降の工事及び製造の請負契約のうち、平成24年度単価に基づく契約
について、契約後、契約の相手方からの請求により、新年度単価（平成 25年度単価）に基づく契約
金額に変更できることとしています。 
 
 ※「新年度単価」については、本市では、国が要請する労務単価に加え、材料単価（建設工事に用

いる資材の単価）も、特例措置の対象としています。 
  
 
３ 変更後の契約金額の算出式 

 

 変更後の契約金額＝Ｐ×Ｋ 
 
 Ｐ：新年度単価に基づく予定価格 
 Ｋ：当該契約の落札率 

 
 

 




